
【産業振興計画】 １　農業分野：豊かな食を育み地域で暮らし稼げる農業 ２　林業分野：山で若者が働く、全国トップクラスのヒノキ産地
３　水産業分野：次世代へつなぐ資源回復と安定し魅力ある水産業 ４　商工業分野：顧客に選ばれる商工業と賑わいの創出
５　観光分野：地域の誇りが人を誘う、おもてなしの“環光”地

【まち・ひと・しごと創生総合戦略】
基本目標１：地産外商により安定した雇用を創出する

１　全体目標値

№

２　分野別目標値
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３　個別目標値
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２　林業分野

№

1
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50.0%

8戸

0社

（H27）

（H27）

（H27）

（H27）

（H27）

（H30）

490a

359t

477a

290.1t

504a 421a

259.9t 277.5t 274t

⇒ 次世代園芸クラスター構築について検
討中

5年間で20件

4.92t

4件

1戸 4戸 5戸

1.20ha

産振Ver.1では今後10年間
の社会増減をプラスにする

産振Ver.1では1,100億円以
上

備考増減要因等

一次産業、建設業が上
昇
H27､H30､H31は、好景気や人
手不足で都市部に転出者が
増加したと推測

⇘
⇒

担い手の減少等により協定面積の減少

増減要因等

⇗ 事業体の人手不足等により事業規模が
縮小

⇗ 国の交付金や景気等に左右される
消費税増税の掛け込みあり

⇗ 市内産が優先だが、仕入基準の厳格化
や供給体制が弱く減少傾向

⇒ 新規就農研修支援事業の実施

⇘ 認定農業者のフォローアップ等を実施

⇒ 組織化への誘導、既存組織のﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ、集落営農支援事業の実施

⇗ 集落営農組織の座談会等を開催

⇗ 県営事業を活用

⇗ 制度の条件緩和により取組む地区数が
増加

⇘

⇘

集計期間はJAの園芸年度
（毎年度９月～８月）

92.09%

96.95%

91.92%

94.57%

⇗ 担い手の高齢化により休止団体有り

⇘ 実施農家の意向により変動（天敵等農
薬低減）

⇒ 市内有機たい肥使用料の減少（作物と
の不適合など）

⇗
⇒ 集出荷補助制度が終了したところもあ

るが民間団体が継続して実施

備考

道の駅「よって西土佐」の開設により
増加

⇗

増減要因等
直近
傾向

⇘ 7月豪雨等の自然災害
により産出額が減少

⇗ 観光誘致や新規宿泊
施設などにより増加

直近
傾向

増減要因等

⇗ 苗木補助の実施

⇗

⇒ 事業体の意向により変動

⇒ 緑の雇用事業の活用
森林環境譲与税関連での追加支援

⇗

⇒

⇘ 狩猟者の高齢化やシカが山の上の方で
生息するため捕獲しにくい

⇗ 生産者の高齢化等

⇗ 搬出間伐の増加等

⇗ 各種支援事業を活用して計画的に実施

⇗ 原木生産の増加等

総合戦略KPIのみ

裏作にあたる年であったと考えられる

原木生産の増加

総合戦略KPIのみ

四万十市産業振興計画Ver.2及びまち・ひと・しごと創生総合戦略（基本目標１）のＫＰＩ進捗状況

バイオマス量含む

99.91%

92.89%

88.67%

95.93%

93.05%

74.00%

86.67%

⇘ 自然的要因等により
変動

⇘ 自然的要因等により
変動、漁業者減少

⇗ 小売販売が増加傾向

⇗ 食料品、窯業・土石
製造が増加

⇗ 大雨など天候に左右さ
れやすい

1,136億1,900万円(H29遡及値)

66.67%

95.93%

99.07%

93.05%

46.80%

26.17%

97.78%

97.08%

82.00%

40.31%

53.41%

50.00%

⇗ 農産物ブランド化事業の実施

⇗ 農産物ブランド化事業の実施

⇒ レンタルハウス事業を実施

⇒ 導入経費が高額であることや費用対効
果の不安等により変動がある

JAを中心に栽培を維持

⇗ H30は柑橘類の不作により減少

⇗ 苗木補助及び縮間伐の実施

⇘ 縮間伐及び新植活動の成果等
天候による影響で収量が減少傾向

85.92%

77.34%

⑥海面漁業漁獲量 30ｔ (H24) 15ｔ以上

林業分野
③原木生産量 47,000㎥

34億円

(H24) 9億円以上

農業分野

(H24)

(H26) 45億円以上

分野 評価指標 基準値 目標値(R6)

2
平成27年～平成30年の平均値

令和２年から令和６年まで
の社会増減をプラスにする

１　農業分野

２　農業分野

３　農業分野

139人

①農業産出額

131人

(H24) 75,000㎥以上

備考

観光分野
⑨観光入込客数 125万6,000人 (H25) 130万人以上

⑩市内宿泊者数 21万1,000人 (H25) 25万人以上

商工業分野
⑦小売･卸売業年間商品販売額 798億1,000万円 (H18) 750億円以上

⑧製造品出荷額等 92億8,000万円
４　農業分野

５　農業分野

1

⇘ 制度説明会、既存認定
者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ等実施

⇗ 搬出間伐の増加など

⇗

160億円以上

水産業分野
⑤内水面漁業漁獲量 56ｔ (H24) 50ｔ以上

④木材･木製品製造品出荷額等 ７億5,000万円

②認定農業者数 127人 (H25) 150人以上 137人

H29若しくは
直近値

評価指標

達成率等H30 H31(R1) R2 R3

基準値 目標値(R6)
H29若しくは

直近値
H30 H31(R1) R2 R3 達成率等

1,148億9,900万円

▲7人 ▲206人 ▲90人②社会動態

①市内総生産額
1,138億6,000万 (H28)

▲88.8人

1,150億円以上

直近
傾向

4人/年 3人/年

延べ68人/年 延べ40人/年 延べ50人/年

0.00%

23,718kg 25,635kg

2,989頭 2,776頭 1,814頭

864,854m

804,960千円 837,480千円

22戸/年 35戸/年

71,945㎥

新規林業就業者数 ― 5人/年

3,046.0ha

23戸/年

836,368m

特用林産物（しいたけ、
木炭）生産量

48,466kg （H25） 48,000kg

小規模林業活動の技術研修
及び安全講習の延参加人数

延べ78人/
年

（H26） 延べ80人/年

シカの捕獲頭数 4,446頭 （H26） 4,500頭

作業道開設実績延長累計 709,795m （H25） 873,000m

木材・木製品製造品出荷
額等

4人/年

23.8ha

H30 H31(R1) R2 R3 達成率等
※最新値と比較

評価指標 基準値 目標値(R6)
H29若しくは

直近値
備考

５年計画のため計画終了から新規策定
までに一時的に減少する場合あり

6.6ha 6.0ha 6.2ha 103.33%

137.48%

21.4ha 25.8ha 30.7ha

「森の工場」の認定面積 3,586.0ha （H26） 3,900.0ha 3,100.0ha 5,361.7ha

直近
傾向

508.5ha

24戸 21戸 15戸

達成率等
※最新値と比較

32.67%

76.35%

55.31%

0.00%

0.00%

0.00%

53.89%

100.00%

86.70%

44.1ha 44.0ha

100.00%

103.20%

75.00%

4法人 4法人 5法人 7法人

H29若しくは
直近値

H30 H31(R1) R2 R3

690億7100万円
（H27）

1,491.6ha 1,487.8ha 1,446.1ha

91.34%

100.00%

88.67%

100.00%

62.50%

98.63%

100.00%

48.0ha 49.2ha

553.0t 377.0t 432.0t

140億0,800万円 155億1,200万円

196,524人

518.9ha 521.5ha

49.0t 37.0t

1,112.5ha 1,118.7ha 1,128.3ha

18.0t 28.1t 21.2t 26.7t

9.7ha 10.9ha 11.7ha

17.59ha

29.6t 16.1t 19.6t 18.3t

45.8ha

14.0t 13.0t

33組織 31組織 31組織 31組織

4人/年 2人/年 3人/年

1,180,466人 1,194,938人

― 82件 97件

222,115人 236,426人

71,945㎥

33.21t 44.3t 52.8t

44.0ha

4件 3件 3件

35.2% 39.1% 45.7%

13億1,200万円 13億0,100万円

5件 5件 5件 5件

1,193,182人

0社

43億1,000万円 41億8,000万円

133人

3人/年 （H27）

評価指標 基準値 目標値(R6)

環境保全型農業推進事業
実施経営体数

11戸 （H26） 20戸を維持

有機農業等総合対策支援
事業実施面積

11.5ha （H26） 6.0haを維持

多面的機能支払制度の実
施農地面積

1,513.0ha （H26） 1,446.1haを維持

環境保全型農業直接支援
対策事業参加経営面積

21.0ha （H26） 25ha

ほ場整備実施面積 1,064.9ha （H26） 1,144.0ha

中山間地域等直接支払制
度の実施農地面積

461.6ha

804,960千円 837,480千円

260t

（H30）

2法人 （H26） 8法人

新規就農者数 3人/年

認定農業者数 127人 （H25） 150人

農林水産等直販所販売額
11億5,600

万円
（H25） 15億円

0社 0社

（H26） 31組織

農業経営を行う法人数

137人 139人 133人 131人

23.60t

6.15ha 10.22ha 15.27ha

学校給食への市内農産物
（野菜類）の供給率

43.3% （H28）

無料職業紹介所紹介件数 82件 （H30） 180件

生産・出荷支援システム
取組件数

5件 （H26） 5件を維持

環境制御装置導入農家数 5年間で20戸

次世代施設園芸等への誘
致企業数

1社

（H26） 521.5haを維持

集落営農組織数 20組織

7億5,000
万円

（H24） 9億円

市産材利用促進事業の着
工戸数

30戸/年
(H23～H26
平均)

30戸/年

原木生産量 47,000㎥ （H24） 75,000㎥

しまんと農法米生産量 80.0t

園芸用ハウス整備件数
（次世代型ハウス含む）

ぶしゅかん新植面積 0.9ha （H26） 25.0ha

ぶしゅかん生産量

ゆず生産量 445.0t （H26） 445.0ha

栗生産量 15.1t （H27） 60.0t

しまんと農法米栽培面積 20.0ha

栗栽培面積 39.5ha （H26） 60.0ha

13.0t （H26） 81.0t

ゆず栽培面積 42.5ha （H26） 45.0ha

米ナス栽培面積

米ナス生産量

504a

資 料 ４
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３　水産業分野

№

1

2

3

4

5

４　商工業分野

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

５　観光分野

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

６　その他

№

1

2 2件/年 （H30）
産業振興推進総合支援に
よる新たな取り組み件数

3件/年 2件 2件 3件 0件 ⇘ 継続事業が主であったため、近年での
新規取組みが少ない

総合戦略KPIのみ

⇒ H27から移住推進員４名配置

⇘
⇗ 外国人観光客の減少など

⇗

公共施設、橋梁の長寿命化・耐震化
住宅の耐震診断・設計・工事の支援

―

住宅の耐震診断・設計・工事の支援

―
企業訪問及び活用できる既存施設の調
査中

⇗
― 第２回四万十市産業祭で目標の来場者数を達成

⇗ 地方創生事業や産業振興推進総合支援
事業で商談会等の出展が増加

⇗

団体旅行から個人旅行への移行など
周遊の強化も必要

⇗
地産外商活動及びマスコミ等でのＰＲ⇗
商工会議所と連携して事業を推進

総合戦略KPIのみ

備考

H30の1,180,466人と比較

H30の178,977人と比較

①商品の企画・立案②商品の造成、販売、取扱③広報、情報
発信、窓口④地域の人材育成⑤観光産業化

⇗ 外国人観光客の減少など

⇘ 国際情勢により変化

―
協会職員を増強、i案内所機能の充
実、事務所移転による利便性の向上

直近
傾向

増減要因等

広域連携での観光誘致、PRなど

⇗ 広域連携での観光誘致、PRなど

― ５つの機能について取り組みを継続

⇘ ページのリニューアル、情報を随時更
新、外国からのアクセス増など

⇘

商談件数500件×成約率25%＝125
件程度を目標

備考

⇗

直近
傾向

増減要因等

⇗ 自然体験型観光が主体であるため、天
候に左右されやすい

⇗ 宿泊プランの造成や新規宿泊施設など
により宿泊者が増加

⇘ 自然的要因等により変動
漁業者の減少

―
稚アユ、ツガニ、うなぎ、アメゴ、ヒ
ラメの放流

⇒ 内水面における国等の支援制度が未整
備であるため研修実施に至らない

―
地域おこし協力隊の配置、商品開発、
外商活動、ネット販売等

直近
傾向

増減要因等

⇒ 道の駅の取組み及び産業振興推進総合
支援事業など

⇗ 空き店舗対策等商店街の賑わいづくり
を実施

備考
直近
傾向

増減要因等

⇘ 自然的要因等により変動

97.00%

100.00%

63.25%

95.98%

95.51%

強化

114.61%

97.28%

65.13%

43.41%

50.00%

0.00%

121.20%

0.00%

91.92%

94.57%

83.21%

達成率等
※最新値と比較

達成率等
※最新値と比較

強化

維持

備考

0.00%

強化

0.00%

55.00%

96.93%

強化

87.18%

0.00%

229,214件 162,843人

4,122人 3,287人

123万
8,750人

（H26）

9万1,500人 （H25）

461人

レンタサイクル利用者数 4,307人 （H26）

20.8%

基準値 目標値(R6)

205件/年 200件/年

― ―

H29若しくは
直近値

H30

移住相談者数 59件/年
(H24～Ｈ
25平均)

200件/年 194件/年

―

174,927人 162,247人 165,378人 127,839人

6,955人 6,164人 6,513人

H31(R1) R2 R3

3,473人

二次交通利用者数 5,718人 （H26） 10,000人

外国人観光入込客数 1,341人 （H26） 8,000人

(一社)四万十市観光協会
ホームページアクセス数

119,577件 （H26） 200,000件

公設観光施設等利用者数 172,370人 （H26） 170,000人

観光協会の案内機能 ― 強化

評価指標

8,000人

観光入込客数
125万

6,000人
（H25）

― ― ―

5,719人 4,665人 5,060人

1,193,182人 1,180,466人 1,194,938人

136,414人 178,977人 182,587人

28,869円 27,459円 29,585円

141,183件 189,053件

創業に関する相談件数 8件/年 （H26） 45件/年

市内宿泊者数
21万1,000

人
（H25） 25万人以上

H31(R1)評価指標 基準値 目標値(R6)

広域組織に求められる５
つの機能

― 強化

県内平均消費額（調査地
点:四万十川）

28,869円 （H29） 33,000円

1,193,182人 1,180,466人 1,194,938人

196,524人 222,115人 236,426人

広域における一般観光客
数

64,500人増

広域におけるスポーツ客
数

12,200人増

R2 R3

商談会等での成約率 20.8% （H30） 25.0%

30人 40人

1,500人 20,000人 3,000人 ―

26件/年 30件/年 39件/年

H29若しくは
直近値

H30

18.5%

130万人以上

30.3%

0社 0社 0社

189,205人 186,924人 193,852人

― ― ―

69.8% 71.4%

2件/年 6件/年

住宅耐震化率 64.1% （H26） 81.9%

シェアオフィスへの誘致
企業数

2社

道の駅「よって西土佐」
入込客数

20万人

施設の長寿命化・南海地
震対策

―

3件/年

既誘致企業での雇用者数 80人

産業祭来場者数 2,000人 （H25） 40,000人/5年

強化

68.2%

27人

（H28）

0社 （H27）

30人 （H30）

商店街の新規出店数 ― 10件/年

R3 達成率等
※最新値と比較

一次産品等を活かした新
商品の開発

30アイテム/5年 20アイテム 11アイテム

評価指標 基準値 目標値(R6)
H29若しくは

直近値
H30 H31(R1)

12アイテム

5,878人/日 6,208人/日 5,607人/日 5,824人/日

25アイテム

90.44%商店街通行者数（平日） 4,725人/日
(H22～Ｈ
26平均)

6,200人/日

R2

漁業協同組合の販売機能 ― 強化

内水面・沿岸資源の種苗
放流

― 維持

0人 （H27） 0人 0人 0人

― ― ―

― ― ―

49.0t 37.0t

14.0t 13.0t

H31(R1) R2 R3 達成率等
※最新値と比較

評価指標 基準値 目標値(R6)
H29若しくは

直近値
H30

内水面漁業漁獲量 56.0t （H24） 50.0t

海面漁業漁獲量 30.0t （H24） 15.0t

74.00%

86.67%

（H27）

漁業体験研修の受講者数
R2～R6の5年間で

3人
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